
交付金等内訳

歳　入 205億0,501万円
区分 決算額（万円） 構成比（％）

自
主
財
源

市　税  35億0,568万円 17.1%
繰入金  11億0,000万円 5.4%
繰越金   5億6,375万円 2.7%

分担金及び負担金   3億8,687万円 1.9%
使用料及び手数料   3億2,454万円 1.6%

諸収入等   4億7,155万円 2.3%

依
存
財
源

交付金等  11億5,649万円 5.6%
県支出金   9億2,425万円 4.5%

国庫支出金  11億8,261万円 5.8%
市　債  36億2,840万円 17.7%

地方交付税  72億6,087万円 35.4%
計 205億0,501万円 100.0%

歳　出 199億7,677万円
区分 決算額（万円） 構成比
義
務
的
経
費

人 件 費  43億2,896万円 21.7%

公 債 費  37億1,841万円 18.6%

扶 助 費  16億9,354万円 8.5%

投
資
的

経

費

普通建設事業費  46億0,030万円 23.0%

災 害 復 旧 費      4,832万円 0.2%

消
費
的
経
費

物 件 費  22億4,803万円 11.2%

補 助 費 等   7億2,076万円 3.6%

維 持 補 修 費      7,322万円 0.4%

そ
の
他
の

経

費

繰 出 金  20億9,080万円 10.5%

積 立 金   4億5,100万円 2.3%

貸 付 金 等        343万円 0.0%
計 199億7,677万円 100.0%

　

五
條
市
の
財
政
の
収
入
・
支
出
状
況
を
示
す
平
成
18
年
度
決
算
が
、
平
成
19
年
第
３
回
市
議
会

定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
決
算
は
市
民
の
皆
さ
ん
に
よ
っ
て
納
め
ら
れ
た
税
金
や
、
地
方
交

付
税
・
国
庫
支
出
金
な
ど
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
か
を
ま
と
め
た
も
の
で
す
。

　

市
政
を
皆
さ
ん
に
正
し
く
理
解
し
て
い
た
だ
く
た
め
、「
市
の
家
計
簿
」で
あ
る
決
算
の
状
況
を
お

知
ら
せ
し
ま
す
。

　18年度決算は、合併後初めての年間決算であり、昨年度（旧３団体合計決算値）と比較
して歳入で△8.6％、歳出で△8.5％の減少となりました。
　この主な減少要因は、公共事業費の縮減ですが、事務費においても10％余りの減少と
なりました。
　また、実質収支では、２億４千３百万円の黒字決算ですが、基金の取り崩しを行うな
ど厳しい財政状況となっています。
　そのため、本年５月に策定した五條市集中改革プランに基づき、明確かつ着実な目標
設定により抜本的な改革をスタートさせたところであり、「歳入に見合った歳出構造」への
転換等健全化に向け全庁挙げて取り組んでいます。

　三位一体の改革による地方交付税（臨時財政対策
債含む）の削減や国庫補助金の一般財源化等により
歳入は減少しており、そのため基金の取り崩しや
有利な市債の発行などにより財源確保を図ってい
ます。

歳　入

　昨年度と比較し、普通建設事業費で△21％、物
件費△11％、人件費△３％の減少となりました。
しかし、市債の元利償還である公債費が依然とし
て多額であり、歳出総額を引き上げるとともに実
質公債費比率・経常収支比率等の財政指標を悪化
させています。

歳　出

　財政運営の状況を示す実質収支は、歳入205
億 ５ 百 万 円、 歳 出199億 ７ 千 ７ 百 万 円、 差 引
５億２千８百万円となり、翌年度に繰越した事業
への財源２億８千５百万円を差引いた実質収支は
２億４千３百万円の黒字決算となりました。

実質収支

市 　 民 　 税 13億7,930万円（ 39.3％）
固 定 資 産 税  16億9,232万円（  48.3％）
軽 自 動 車 税 8,437万円（ 2.4％）
市 た ば こ 税 ２億0,238万円（ 5.8％）
都 市 計 画 税 １億4,731万円（ 4.2％）
市 税 合 計   35億0,568万円（100.0％）

市税決算額
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